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都立高校改革推進計画・新実施計画（第二次）
平成31年2月策定
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【背景】 ～都立高校を取り巻く環境の変化～

 ＡＩなど情報技術の革新による社会の在り方の変革

 高等学校学習指導要領の改訂と高大接続改革の進展 等

都民の期待・信頼に応え、魅力ある都立高校であり続け
ることを目的として「新実施計画（第二次）」を策定



都立高校改革推進計画・新実施計画（第二次）

改革のポイント

地の利を生かした専門的
・実践的な学びの充実

国際都市の特性を発揮
した学びの場の創出

情報技術の革新に対応
した新しい学びの実現

多様な大学や民間企業
が集積する「東京」の地
の利を生かし、高大連携
や産学連携を積極的に進
め、学びの高度化を図る
とともに、進学やその後
の社会・職業との接続を
実現

様々な都市・地域から
人が行き交う国際都市と
しての特性を発揮し、全
ての学校で国際交流を推
進するとともに、多様性
に富み、豊かな国際感覚
を育むグローバルな教育
環境を整備

情報技術の革新的な発
展を踏まえ、これらを理
解し、使いこなす力を育
成するとともに、情報技
術を学びに活用すること
で、個々の生徒に応じて
最適化された学びを実現

各学校が、自らの強み・特色を踏まえた目指すべき姿を明確にし、その実現に
向けて、魅力化・活性化を推進
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都立高校改革推進計画・新実施計画（第二次）
目標Ⅱ 生徒一人一人の能力を最大限に伸ばす

学校づくりの推進（学校設置・課程改善等）

工業高校の改善

社会状況や産業構造の変化等を踏まえ、
中長期的な将来の工業高校の在り方に
ついて検討

「工業」の高等学校教員免許状が取
得可能な大学での教員採用説明会を
実施するとともに実習助手から受験
者拡大を図る

ものづくりへの興味・関心を高め、
キャリア意識を培うため、熟練技術者
による高度な技術の実演や最先端のも
のづくり企業を訪問

ものづくり立志事業の実施

工業高校の在り方についての検討工業科教員の確保

工業高校におけるＩＴ人材の育成

３

ＩＴ関連企業や専門学校等との連携
により、新たな教育プログラムを開
発し、即戦力として活躍できるＩＴ
人材を育成



科 学 技 術 科 2校

全日制課程
173校

普通科
124校

学年制 112校

コース制 (6)1校

単位制 11校

専門学科
39校

学年制 農 業 科 5校

工 業 科 15校

商 業 科 (10)9校

ビ ジ ネ ス コ ミュ

ニ ケ ー シ ョ ン科
2校

産 業 科 2校

家 庭 科 (2)0校

福 祉 科 (1)0校

体 育 科 (2)0校

国 際 科 2校

併 合 科 (3)0校

単位制 工 業 科 1校

家 庭 科 (1)0校

芸 術 科 1校
総合学科

10校
単位制 10校

都立高校の種類 （令和元年度）

※　定時制課程55校の内、夜間定時制は44校、昼夜間定時制は11校である。

※　複数の学科を併設している学校は、その主たる学科に計上している。（　）内数値は、
　併設校を含めた延べ学校数である。

※　複数の課程を併設している学校は、それぞれに計上している。

工業高校の現状

４

定時制課程
55校

普通科
27校

学年制 (22)19校

単位制 (9)8校

併 合 科 2校

専門学科
21校

学年制 農 業 科 4校

工 業 科 9校

ビ ジ ネ ス 科 (5)4校

産 業 科 1校

工 業 科 1校

情 報 科 (1)0校

通信制課程
3校

普通科
3校

総合学科
7校

単位制 7校

単位制



都立高校の学校数・生徒数 （令和元年度）

区分 学校数
割合

（学校数）
生徒数

割合
（生徒数）

全 日 制 １７３ 100.0% 122,454 100.0%

普 通 科 １２４ 71.7% 94,820 77.4%

専 門 学 科 ３９ 22.5% 20,531 16.8%

工 業 科 １８ 10.4% 8,736 7.1%

商 業 科 １１ 6.4% 6,232 5.1%

農 業 科 ５ 2.9% 1,904 1.6%

そ の 他 ５ 2.9% 3,659 3.0%

総 合 学 科 １０ 5.8% 7,103 5.8%

５

工業高校の現状



多摩工業
（福生市）

町田工業
（町田市） 六郷工科

（大田区）

総合工科
（世田谷区）

葛西工業
（江戸川区）

足立工業
（足立区）

本所工業
（葛飾区）

北豊島工業
（板橋区）

練馬工業
（練馬区）

田無工業
（西東京市）

府中工業
（府中市）

中野工業
（中野区）

多摩科学技術

（小金井市）

小金井工業

科学技術
（江東区）

杉並工業
（杉並区）

荒川工業
（荒川区）

工芸
（文京区）

墨田工業
（江東区）

蔵前工業
（台東区）

全日制

定時制

全定併置

凡例

６

工業高校の配置
工業高校の現状



これまでの工業高校改革

多摩科学技術高校の設置 （H22.開校）

 小金井工業高校（全日制）を改編

 H24.スーパーサイエンスハイスクールの指定を受け現在2期目

先進的な理数教育を実施するとともに、高大接続の研究や国際性を育む

 H31.東京農工大学との連携協定を締結し、世界の第一線で活躍する研究
者を育成する「高大連携教育プログラム」を研究開発

 最大の特徴は「研究」活動。各種コンテストにて入賞

【科学技術高校の設置】
科学者・技術者として生涯にわたり専門性を高め、技術革新に主体的

に対応できる人材を育成するため、大学等への進学を前提とした都立高
校として新しいタイプの工業高校＜科学技術科＞を設置（H13.江東区に開校）

７



これまでの工業高校改革

六郷工科高校 デュアルシステム科（H16.～）

葛西工業高校 （H30.～）

多摩工業高校 （H30.～）

 企業での「就業体験」では、

学年進行に応じて、

「自分にピッタリのしごと」を

見つけられるように指導・助言

【東京版デュアルシステムの導入】H14計画
学校と企業が連携し、インターンシップよりも長期間で就業訓練を行

い、企業が必要とする実践的な技能･技術を身に付け、企業と生徒の合意
があれば、卒業後に就業訓練を行った企業に就職することも可能な新し
い職業教育の制度

８



応募倍率・中途退学率
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工業高校の現状



進路状況・小学科別の構成

進路状況

区分 全日制 工業科

進学者 ５３．４％ ２０．３％

専修学校
等入学者

２７．２％ ２０．８％

就職者 １１．２％ ５３．７％

一次的な
仕事

０．８％ ０．４％

その他
（在家庭者等）

７．４％ ４．９％

小学科別の構成

小学科 生 徒 数

機 械 系 1,701

電 気 系 1,745

建 設 系 946

化 学 系 175

工 芸 系 618

総 合 系 2,109

デュアルシステム科 193

科 学 技 術 科 1,249

合 計 8,736

１０

工業高校の現状



新しい時代を見据えた工業高校の在り方について

課題の解決に向け、産業界など外部の知見を活用

高度ＩＴ社会の工業高校に関する有識者会議

【委員の構成】【意識調査】

・ニーズ(入口・出口)の把握

・求められる人材像

・これからの工業高校が取り
組むべき教育内容

・魅力向上やPRに必要なこと

【スケジュール】

・令和元年10月～11月に
高校生、中学生、企業等を
対象にアンケート実施

・令和元年12月中間報告
令和２年３月最終報告

【検討事項】

▼ＡＩ時代における工業高校の
将来像

▼ＩＴ人材や先端的なものづくり
人材等を育成するための方策

▼工業高校の魅力向上策やイメ
ージ戦略

幅広いニーズ調査を実施

１１

◆ 成長著しい情報通信産業で活躍できるＩＴ人材の育成
◆ 社会的課題を先端的なものづくりで解決する人材の育成
◆ 防災対応、環境問題、インフラの維持など、都市力の強化に貢献できる人材の育成

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 への対応など、時代の変化に対応しながら社会に貢献できる人材の育成が課題

早稲田大学名誉教授 鵜飼 信一

千葉商科大学教授 永井 克昇

東京商工会議所事務局長 小林 治彦

東京都商工会連合会事務局長 清水 晋

東京都立産業技術研究ｾﾝﾀｰ 理事長 奥村 次德

ダイヤ精機㈱代表取締役 諏訪 貴子

㈱浜野製作所代表取締役 浜野 慶一

㈱マテリアル代表取締役 細貝 淳一

㈱泉屋東京店取締役総務部長 泉 亜紀子
東京都中学校長会会長

府中市立府中第五中学校長
酒井 泰

東京都公立中学校PTA協議会会長 井門 明洋

東京都公立高等学校PTA連合会理事 岡本 剛

※その他、外部有識者からのプレゼンテーションを実施

【スケジュール】

▼令和元年12月に初会合
令和２年４月までの間に３回
程度開催

▼令和２年４月に提言のまとめ

（敬称略）



三者による協定の締結（会談後撮影）

学校法人片柳学園理事長 千葉茂氏（右）
日本アイ・ビー・エム株式会社代表取締役社長

山口明夫氏（左）
東京都教育委員会教育長 藤田裕司（中央）

【これまでの取組】
○ 都教育委員会、片柳学園（日本工学院八王子専門学校）、
日本アイ・ビー・エム株式会社の三者による協定締結
（平成３１年４月２２日）

○ 包括連携協定締結三者の代表による会談の実施（左写真）
（令和元年７月４日）

○ 新たな教育プログラムの開発・実施に向け、「工業高校、専門
学校、企業等の連携におけるＩＴ 人材の育成に向けた検討委員
会」を設置（令和元年８月から）

○ 今年度内にまとめ、報告書として公表予定

都立高校における教育実践、専門学校や大学の高度な教育力や研
究力、IT関連企業に属する最先端の技術力やグローバルな組織力
など、それぞれが保有する力を結集させ、産業界が必要とするIT
人材の育成を推進することを目的に実施検討

高等学校 都立町田工業高等学校
専門学校 学校法人片柳学園

（日本工学院八王子専門学校）
ＩＴ関連企業 日本アイ・ビー・エム株式会社

実施対象校・企業

１２

工業高校における
ＩＴ人材の育成に向けたこれまでの取組


